
令和 8 年 3 月  4 日   初回掲載 

          3 月 26 日 Ｑ＆Ａ追加 

 
       被扶養者のパート・アルバイト等給与に係る年間収入の見込みについて 

 

 

    令和 8 年 4 月 1 日以降（認定日が基準）の被扶養者の認定について、認定対象者に給与以外の収

入が無い場合の年間収入の見込み額は、労働条件通知書等の労働契約の内容が確認できる書類にお

いて規定された時給・労働時間・日数等を用いて算出した額（※1）とします。   

なお、労働契約の内容を確認できる書類がない場合や給与以外の収入がある場合は、従来の方法

（※2）により年間収入を見込みます。 

 

※1  労働契約に明確な規定がなく予め金額を見込み難い時間外労働に対する賃金等は年間収入の見込み額に含み

ません。ただし、認定の翌年度以降、毎年実施している被扶養者再認定等において時間外労働に対する賃金等

を含めた場合の年間収入の見込み額が社会通念上妥当である範囲を超えて基準額を上回っていると当組合が

判断した場合は被扶養者になれません。 

※2  直近３か月の給与収入の月平均額を 12 倍した額（時間外労働に対する賃金や交通費等を含み、各種控除前の

支給総額を用いて算出。）に賞与の見込み額も合算した額が給与に係る年間収入の見込み額となり、その他給

与以外の収入との合計が認定対象者の年間収入の見込み額となります。 

※3  被扶養者の認定に際しては、年間収入の見込み額が基準額未満（基準額は 130 万円。被保険者の配偶者を除く

19 歳以上 23 歳未満である場合は 150 万円。60 歳以上又は厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に

該当する程度の障害者である場合は 180 万円。）であることや、認定対象者が被保険者と同一世帯の場合は見

込んだ認定対象者の年間収入が被保険者の年間収入の２分の１未満である（同一世帯ではない場合は被保険者

からの援助に依る収入額より少ない）こと等の要件を満たす必要があることに変更はありません。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
                                                 
 
 

認定対象者の給与収入にかかる年間収入の見込み方法 

認定対象者の給与以外の収入の有無 

労働契約の内容が確認できる書類の有無 

労働契約で定められた賃金から見込まれる年間収入が基準額未満であ

る場合は、その額が年間収入の見込み額となります。 

※労働契約に明確な規定がなく予め金額を見込み難い時間外労働に対

する賃金等は年間収入の見込みには含みません。 

直近３か月の給与収入の月平均額を12倍した額（時間外労働に対する賃金や交通費等を含

み、各種控除前の支給総額を用いて算出。）に賞与の見込み額も合算した額が給与に係る

年間収入の見込み額となります。 

※その他給与以外の収入がある場合はそれらも合計した額が年間収入の見込み額です。 

有 無 

無 有 

２ページ目のＱ＆Ａもご覧ください 



Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１  認定対象者に年金や不動産等の給与以外の収入がある場合は今回の取扱いの対象外なのか 

Ａ１  対象外です。収入が給与のみである認定対象者に限定された取扱いです。 

 

Ｑ２  労働契約の内容が確認できる書類とはどのような書類のことか 

Ａ２  勤務先が作成した労働契約書や労働条件通知書等に規定された時給・労働時間・労働日数等

により年間収入の見込みが明確に算出でき且つ労働契約の残存期間が被扶養者異動届の提

出時点で１年以上ある場合のみ今回の取扱いにおける労働契約の内容が確認できる書類に

該当します。 

なお、厚労省では次のように規定されている場合は具体的な金額が見込み難いため労働契

約の内容が確認できる書類には該当しないとしていますのでご注意ください。 

     【労働契約の内容が確認できる書類に該当しない例】 

・労働時間等が「シフト制による」、「●時間（日）以内・程度」等、幅のある規定の場合 

・交通費が「支給あり」「実費支給」「上限●円まで」等と規定されている場合 

・労働契約の残存期間が被扶養者異動届の提出時点で１年に満たない場合            等 

 

Ｑ３  労働契約の内容が確認できる書類からどのように給与に係る年間収入を見込むのか 

Ａ３  あくまでも例ですが、次のように計算します。 

       （ 時給 × 1 日あたりの労働時間 × 年間労働日数 ）＋ 諸手当の年額 

 

Ｑ４  労働契約の内容が確認できる書類に該当する書類がある場合は必ず同書類を提出しなくては

ならないのか 

Ａ４  必ず同書類を提出しなくてはならないということではありません。従来通り給与明細等の写

しを提出いただくこともできます。その場合は直近３か月の給与収入の月平均額を 12 倍し

た額（時間外労働に対する賃金や交通費等を含み、各種控除前の支給総額を用いて算出。）に

賞与の見込み額も合算した額が給与に係る年間収入の見込み額となります。 

 

Ｑ５  勤務先が複数あるが、労働契約の内容が確認できる書類が一部の勤務先の分しか用意できない

場合は今回の取扱いの対象外なのか 

Ａ５  対象外です。全ての勤務先における労働契約の内容が確認できる書類を提出できない場合は、

上記Ａ４に記載した従来の方法で給与に係る年間収入を見込みます。 

 

Ｑ６  労働契約の内容が確認できる書類により被扶養者の認定を受けた場合に、その翌年度以降の被

扶養者再認定等において時間外労働に対する賃金等を含めた年間収入の見込み額が社会通念

上妥当な範囲を超えて基準額を超える場合は被扶養者になれないとされているが、取扱いの具

体的な基準はあるか 

Ａ６  「翌年度以降」とは被扶養者の認定日から１年後以降のことであり、「社会通念上妥当な範

囲」は厚労省では一概に基準を示すことは困難とし収入額以外も含めて総合的な状況で判断

するものとしています。当組合におけるそのおおよその範囲は対象となった方へ今後お知ら

せする予定です。 

 

※ 被扶養者認定の届出に瑕疵があった場合は認定日に遡って被扶養者の取消しを届出いただくとと

もに、遡及期間の医療費等の当組合負担分を被保険者に弁済いただくことになりますのでご注意

ください。 

 


